
２
月
21
日　
〔
梶
山
経
産
大
臣
〕

下
請
等
中
小
企
業
と
の
取
引
に
関
す
る
配
慮

２
月
26
日　
〔
梶
山
経
産
大
臣
、
加
藤
厚
労
大
臣
、

赤
羽
国
交
大
臣
〕

テ
レ
ワ
ー
ク
、
時
差
出
勤
、
発
熱
等
の

症
状
が
あ
る
職
員
の
休
暇
取
得
勧
奨

３
月
12
日　
〔
梶
山
経
産
大
臣
、
加
藤
厚
労
大
臣
、

杉
本
公
正
取
引
委
員
会
委
員
長
〕

個
人
事
業
主
・
フ
リ
ー
ラ
ン
ス
と
の

取
引
に
関
す
る
配
慮

４
月
９
日　
〔
西
村
担
当
大
臣
〕「
基
本
的
対
処
方
針
」
の
徹
底

４
月
10
日　
〔
梶
山
経
産
大
臣
、
加
藤
厚
労
大
臣
〕

医
療
物
資
の
生
産
協
力

４
月
10
日　
〔
加
藤
厚
労
大
臣
〕
雇
用
の
維
持
等

４
月
13
日　
〔
西
村
担
当
大
臣
〕
Ｄ
Ｓ
２
マ
ス
ク
の
提
供
等

４
月
14
日　
〔
西
村
担
当
大
臣
〕

接
触
機
会
の
低
減
、
テ
レ
ワ
ー
ク
の
利
活
用
促
進
等

４
月
15
日　
〔
安
倍
総
理
大
臣
〕
医
療
物
資
の
増
産
協
力
等

４
月
21
日　
〔
西
村
担
当
大
臣
〕

接
触
機
会
の
低
減
、
医
療
物
資
の
増
産
協
力
等

４
月
23
日　
〔
萩
生
田
文
科
大
臣
〕
採
用
の
柔
軟
な
実
施
等

４
月
24
日　
〔
西
村
担
当
大
臣
、
梶
山
経
産
大
臣
、

加
藤
厚
労
大
臣
、
赤
羽
国
交
大
臣
〕

Ｇ
Ｗ
に
向
け
た
外
出
自
粛
の
継
続

５
月
５
日　
〔
西
村
担
当
大
臣
〕

緊
急
事
態
宣
言
延
長
に
か
か
わ
る
今
後
の
対
策
等

５
月
21
日　
〔
西
村
担
当
大
臣
〕

緊
急
事
態
宣
言
の
一
部
解
除
を
踏
ま
え
た

今
後
の
対
策
等

■
経
団
連
は
、
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の
拡
大
防
止
に
向
け
て
、
政
府
、
会
員
と
連
携
し
つ
つ
、
収
束

後
の
経
済
活
動
の
正
常
化
に
向
け
た
幅
広
い
取
り
組
み
を
進
め
て
い
ま
す
。

■
具
体
的
に
は
３
月
30
日
に
「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
対
策
に
関
す
る
緊
急
提
言
」
を
公
表
。
こ
の
結
果
、
４
月

７
日
、
政
府
の
緊
急
事
態
宣
言
と
あ
わ
せ
た
緊
急
経
済
対
策
の
公
表
、
４
月
30
日
の
補
正
予
算
（
事
業
規
模

１
１
７
兆
円
、
財
政
支
出
48
兆
円
）
の
成
立
に
つ
な
が
り
ま
し
た
。

■
こ
の
ほ
か
、
こ
れ
ま
で
の
主
な
取
り
組
み
を
紹
介
し
ま
す
。

（
２
０
２
０
年
５
月
22
日
現
在
）

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
に
対
す
る

経
団
連
の
取
り
組
み

４/9
緊急事態宣言の
発令に伴う基本
的対処方針の
徹底のお願い

４/14
緊急事態宣言の発令に伴う新型コロナウイ
ルス感染症拡大防止策の更なる実施および
各社の対応に関するフォローアップ調査へ
のご協力のお願い

（有効回答社数 227社）
※金融、電力、医薬、公共工事、石油化学、生活用品、
　百貨店、生活必需サービス等業界を除き集計

（有効回答社数 404社）（有効回答社数 406社）

※調査期間：4/14～17

４/27
連休中の外出自粛
を広く呼びかけ

8割以上
36.1％

8割
～7割
16.3％

7割
～5割
20.3％

従業員の業務の性質
(含 情報管理上の懸念)

74.8%

5割未満
27.3％

導入する
予定はない
0.7%

導入を検討中
0.5%近々

導入予定
1.0%

IT等の
設備の不足
18.3%

対応への時間不足
（制度設計等）2.2%

その他
4.7%

１．テレワーク・
　 在宅勤務の導入状況

２．テレワーク・
　 在宅勤務者の割合

３．テレワーク・在宅勤務の
　 導入・拡充における障害

導入している
97.8%

感染拡大防止1

●雇用調整助成金の申請に
不慣れな事業主向け

●助成金を活用し雇用維持
に取り組む際の参考に

中小企業が緊急にテレワー
クを実施するポイントを紹介

3/5 職場における新型コロナウイルス感染症にかかる雇用維持等に対す
る配慮に関する要請

3/13 新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた2020年度卒業・
修了予定者等の就職・採用活動および2019年度卒業・修了予定等の
内定者への特段の配慮に関する要請

3/26 新型コロナウイルス感染症への対応にかかる採用内定者への配慮お
よび雇用維持等に向けた取り組みの要請

4/6 新型コロナウイルス感染症への対応を踏まえた採用選考活動に関す
るお願い

4/10 新型コロナウイルス感染症に係る雇用維持等に対する配慮および感染
拡大防止に向けた取り組みに関する要請

4/20 労使メッセージ「感染拡大防止のための行動変容を」

5/12 「雇用調整助成金の助成上限額引き上げに関する要望」を公表

〔経団連オンライン講座〕
「雇用調整助成金の申請・活用の
手引き（解説動画）」

「新型コロナウイルス対策としての
テレワークの緊急導入」

会員へのお知らせを重点的に実施（ＨＰ、メール送付）

    YouTube 経団連チャンネルにて公開中
https://www.youtube.com/c/keidanrenOrJp

雇用維持や就職・採用活動への
配慮等の発信・呼びかけ3感染拡大の防止を意識した

株主総会運営等5

医療物資の提供2

■政府の｢基本的対処方針｣（5/4改訂）は、「専門家会議の提言を参
考に、業種や施設の種別ごとにガイドラインを作成するなど、自
主的な感染防止のための取り組みを進める」旨を規定。

■そこで、経団連では、オフィスや製造事業場において業種横断的
に参照すべき事項に関し、ガイドラインを策定し、5/14に公表。

対人距離の確保
（できる限り２m目安）

共有設備の
頻繁な洗浄消毒

テレワーク、時差出勤等
通勤混雑緩和

経団連ガイドラインに記載された講じるべき具体的な対策

新型コロナウイルス感染予防対策
ガイドラインの策定4

経団連の対応体制と関係主体（イメージ）

呼びかけ
周知

要望
提案

会
員
企
業
・
団
体

発　信

新型コロナウイルス会議
（議長：中西会長）

新型コロナウイルス対応
タスクフォース （事務局）

各種政策委員会

連 携

依頼
要請

提言
要望

政

　
　府

社　　会

４月13日、24日に会員企業に対し、医療物資の提供を呼びかけたところ、
ガウンほか防護具９万180点（72社）、医療用マスク126万7,032枚（174
社）が寄せられた（5月22日現在）。提供された医療物資は、順次、政府、
赤十字病院、労災病院等の拠点に搬入されている。

 ※提供申し出日に基づき集計。数量不詳のものは含めていない。
 （経団連 新型コロナウイルス対応タスクフォース集計）

政
府
と
の
連
携

新
設
し
た「
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
会
議
」（
議
長
：

中
西
会
長
、
構
成
員
：
審
議
員
会
議
長
、
副
会
長
、

審
議
員
会
副
議
長
）を
軸
に
さ
ら
な
る
対
応
を
推
進

株
主
総
会

単体計算書類等のweb開示を容認（法務省令、５月
15日から６カ月間）

以下の取り扱いを明確化

■ 当初予定していた時期に定時株主総会を開催で
きない状況が生じた場合、その状況が解消され
た後、合理的な期間内に開催すれば足りる（法務省）

■ 定時総会の時期に計算書類が間に合わない場合、
当初の総会後、合理的な期間内に継続会を開催
して、計算書類・監査報告等について十分な説
明を尽くすことも考えられる（新型コロナウイルス感
染症の影響を踏まえた企業決算・監査等への対応に係る連

絡協議会）

■定時株主総会への出席自粛要請、来場制限等は
可能。株主の来場なく開催することがやむを得な
いと判断した場合には、その旨を招集通知や自社
サイト等において記載し、株主に対して理解を求
める（経済産業省「株主総会運営に関するＱ＆Ａ」）

⇒経団連として、
「定時株主総会の臨時的な招集通知モデル」を公表
（４/28）

有
価
証
券
報
告
書
等

2020年４月20日～９月29日の期間に提出期限が
到来するものについて、提出期限を一律９月30日
まで延長（内閣府令）
※ 平時に求められる所管財務局長への提出延期の個別申請は不要

会計上の見積りに関し新型コロナウイルス感染症
の影響を財務情報の追加情報として注記（ASBJ、
金融庁）
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